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 ・  高等教育における職業教育は、学術研究の成果を
主な基盤として教養に裏打ちされた専門的な教育
を行うことが求められる場合があること
 ・  あるいは卓越した又は熟達した実務経験を主な基
盤として実践的な知識・技術等を教授することが
求められる場合等があること
 ・  大学・短期大学で行われる教育活動は、学術研究
の成果を基盤とすることが本来的な目的とされ、
その中において職業教育が行われていること












 ・  「職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、
又は教養の向上を図る」ことを目的としており、
18歳人口の約20％が進学していること
 ・  専門学校においては実務経験を主な基盤とした職
業教育が盛んに行われていること








































































































 ・  大学や短期大学は、学術研究を基にした教育を基
本とし、企業等と連携した実践的な職業教育を行
うことに特化した仕組みにはなっていない




 ・  専修学校専門課程（専門学校）は、教育の質が制
度上担保されていないこともあり、必ずしも適切
な社会的評価を得られていない
というものであった15。
これらの課題に対して、大学、高等専門学校、専門学
校、高等学校等における職業教育を充実することに加え、
「質の高い実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関」
の制度化と高等教育機関における編入学の柔軟化が提言
された16。
第三段教育に職業教育を制度の主要な目的として新
たな高等教育機関を創設することについて、その目的を
「社会・経済の変化に伴う人材需要に即応した質の高い
職業人」の育成、および「専門高校卒業者の進学機会や
社会人の学び直しの機会の拡大」とし、さらに新たな高
等教育機関において実践的な職業教育を行うことで、学
校教育において多様なキャリア形成を図ることができる
ようにし、高等教育における職業教育の体系を確立する
ことを目指すものとして描かれた17。この制度の具体化
ついては、「社会人の学び直しの需要や産業界の人材需
要、所要の財源の確保等を勘案して検討する」と述べら
れ18、制度原理が産業界等の需要を含めて構造化される
ことを前提としていることが窺われるものであった。
これらのことから第五次提言は平成23年の中教審答申
と同様に、個人のライフコース選択の幅を広げ職業生活
における自己実現をなすという観点とともに、社会経済
の需要に応じた人材育成の観点から高等教育における職
業教育と高等教育機関の在り方を提言するものと考えら
れるものであった。
まとめ
以上、平成28年中教審答申の端緒となる２つの文書
から、「新たな高等教育機関」としての「専門職業大学」
構想に至る大学像を検討したが、この大学像が持つ性質
的特徴の一つは、制度原理が人材需要等社会経済上の
課題から説き起こされ、その課題に対応するための大学
像として教養主義的・学問主義的というよりむしろ、よ
り職業実践的・技術主義的な在り方を求めるものであっ
た。また他方の特徴として、経済的な国際競争力の観点
から、現在後期中等教育修了者の２割が在籍する「非大
学型」と呼ばれ職業準備教育を短期第三段教育機関の質
的保障の課題への対応のための高等教育機関として大学
像が描かれている。このような点から構想される「新た
な高等教育機関」は公教育制度上「大学」として同種の
ものとなるが、教員養成制度が基盤としてきた大学像と
は異質なものであり、教員養成基盤を変質させる可能性
を有していること自体が制度上の課題と考えられるもの
である。
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